
【資料３】

５．義務教育学校および中学校の設計に関する進捗状況について

【義務教育学校】

・令和５年４月　事業者の選定方法を公募型プロポーザル方式とする

・令和５年６月　応募者によるプレゼンテーション

・令和５年６月　株式会社村田相互設計　九州支社　契約

・令和５年８月　合岩小学校　敷地測量・地盤調査・学校調査開始

【中学校】

・令和５年５月　事業者の選定方法を公募型プロポーザル方式とする

・令和５年８月　応募者によるプレゼンテーション

６．協議事項　（６） 備品等の検討

・現学校施設に備えている備品については、以下の方向性を基本として移管等をおこなう

・新規購入備品については学校との協議のうえ整備していく

・新増築する義務教育学校・中学校も、すべて新規整備ではなく、以下の方向性を基本とする

１．使える備品（机、
椅子、教具など）は児

童・生徒・教員共に新設

校に移管

２．新設校にて不要
とする備品については

市役所・公民館等関係

各所に移管

３．１・２により残る備
品は公売・無償譲渡

４．廃棄


